
Ｐ２Ｇシステムによる電力需給調整のポテンシャル調査等に係る 
基本合意書の締結について 

 

 令和４年６月１７日 
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あきもと

展
の ぶ
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、以下「東京電力ＥＰ」という。）

及びエナジープールジャパン株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：市村
いちむら

健
たけし

、

以下「エナジープール」という。）は、甲府市 米倉山
こめくらやま

の電力貯蔵技術研究サイトにおい 

て、再生可能エネルギーの電力で水素を製造するＰ２Ｇ（パワー・ツー・ガス）システム

を利用し、電力ネットワーク内の需給バランス調整を行うポテンシャルの調査に取り組

むことについて合意しました。 

２０５０年のカーボンニュートラル実現に向け、再生可能エネルギーの主力電源化を

進めるためには、気象条件によって発電量が変動する太陽光や風力などの導入拡大に合

わせて、複雑に変動する発電量に応じて需要側を制御（ディマンドリスポンス、以下「Ｄ

Ｒ」という。）し、電力ネットワーク内の安定化を図る技術が重要となります。 

一方、出力増減の指令に対し、応答が速い固体高分子（ＰＥＭ）形水電解装置で水素

を製造する「やまなしモデル」のＰ２Ｇシステムは、ＩｏＴ機器などを駆使することで、

一次調整力などをはじめとした迅速な需要制御の実現が見込まれています。さらに、Ｐ

２Ｇシステムを活用したＤＲは、化石燃料を使用する自家発電の焚き減らしにも繋がり、

ＣＯ２排出量低減による脱炭素化にも寄与します。 

今回のポテンシャル調査については、東京電力ＥＰが経済産業省の調査事業（※）と

して、山梨県及びエナジープールと連携し、米倉山のＰ２Ｇシステムで、複数パターン

の需給調整運転を実施し、計測データを基に、国の電力調整力市場における適合性や、

海外の事例も踏まえた高度化の可能性等について検討するものであり、調査期間は令和

５年２月までです。 

山梨県、東京電力ＥＰ及びエナジープールは、再生可能エネルギーの主力電源化を見

据え、相互に連携し、ＰＥＭ形Ｐ２Ｇシステムの活用によって電力系統の安定化を図る

ことにより、カーボンニュートラルの実現に貢献していきます。 

※令和４年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（ディマンドリスポ
ンスの更なる活用に向けた実態等調査） 
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